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SUMMARY 

This article examines the issue of enhancement of ownership of local society for 

peacebuilding from the historical, theoretical and policy-oriented perspectives. First, 

this article describes how the principles of local ownership emerged. as an important 
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principle in history of international society and what significance it has in the 

framework of contemporary international society. It then identifies that the principle of 

local ownership for long-term peace has crucial importance for peacebuilding, since 

contemporary international order is based upon the assumption that each sovereign state 

has autonomous capacity to maintain its own order. Next, this article seeks examine 

theoretical pillars of local ownership in peacebuilding. While the contents of ownership 

are usually said to be vague, will, capacity, authority and responsibility are useful 

concepts to identify what ownership ought to mean. Third, this article examines how the 

principle oflocal ownership is discussed in the field of peacebuilding. Then, it identifies 

the limit of the way international organizations adopt the principle ofloca1 ownership. 
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はじめに

本稿は、現代平和構築活動において、現地社会のオーナーシップの促進が、

決定的に重要な意味を持っていることを強調する。本稿が主張するのは、平和

構築における現地社会のオーナーシップとは、単に尊重されるべきものではな

く、むしろ戦略的に発展させていかなければならないものだということである。

本稿はそのために、まず第一節において、国際社会の歴史の観点から、オーナ

ーシップ原則がどのような役割を持っているのかを論じる。第二節では、暖昧

だとみなされているオーナーシップが、どのような理論的な内容を持つべきも

のとして見なされるべきなのかを、論じていく。第三飾では、幾つかの国際機

関のオーナーシップ原則への取り組みを題材にして見ながら、そこに何が不足

しているのかを検討する作業を行う。本稿が最終的に強調するのは、失われて

いるオーナーシップを、形式的に尊重する態度を見せるのではなく、将来に向

かつてオーナーシップを発展させていくための方法を、平和構築に携わる者は

真剣に考えていかなければならない、ということである日

第1節平和構築と国際秩序

1-1 現代国際社会の秩序

国家内で起こる地域紛争に対応する現代平和構築活動は、地球規模の問題で

あると言われる。紛争を放置しておくと、他の地域にも広がっていくからだ、

という答えが、しばしば提示される。だが果たして本当に、国家内紛争が持つ

国際的な重要性は、他に波及するかもしれないことにだけあるのだろうか。そ

れでは波及する可能性さえ封じ込めておけば、国際社会は関与する必要性がな

いのだろうか。

実は、国家内紛争が、それ自体として国際社会全体の秩序に対して深刻な危

機をもたらすものであることを、指摘する。なぜなら、国家内紛争は国家秩序

の崩壊を意味するが、現代国際社会の秩序は、それを許さないからである.国
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際社会は、個々の国家が領域内の秩序維持の権限を持つという前提を、国際秩

序の基盤としている。国家内秩序の崩壊である国家内紛争は、そのような国際

社会全体の秩序が基盤としている前提を、突き崩す事態なのである。紛争がい

かに局地的に見えたとしても、それは常に国際社会全体にとって深刻な危機を

意味する。なぜなら、脅かされているのは、単に国家内の秩序だけなのではな

く、国際秩序そのものでもあるからである。

現代国際社会は、地球大に広がった主権国家の自律性を前提とするシステム

によって成り立っている。つまり地球の全表面左全人口を、複数の主権国家に

切り分けた上で、それぞれの主権国家が自らの領域・住民を、自律的に統治し

ていくことよって、国際社会全体の安定を保つというシステムに依拠している。

これは世界政府のような世界大の統一的統治機構の樹立が現実的ではないだけ

ではなく、決して効率的でもないという認識にもとづいて、経験則によって自

然に発展してきたシステムである。まずヨーロッパにおける主権国家システム

の成立をうけて、それが 16世紀以降の植民地化の流れ、特に 19世紀の急激な

帝国主義国家群の領土拡張をへて、萌芽的に世界大のシステムが形成された。

そして、第一次世界大戦を媒介にした20世紀前半の欧州における小国群の独立、

さらには20世紀後半の脱植民地化の流れにおけるアジア・アフリカ地域におけ

る数多くの新興独立諸国の成立によって、国民国家思想とも合致して、世界大

の主権国家システムが確立された三国家主権については、近世ヨーロッパに起

源を持つといわれることもあるが、本当に世界大に広まったのは、せいぜい地

理的には 19世紀の帝国主義の時代であり、国民国家原則と重なって広まったの

はやっと 20世紀後半の脱植民地化運動後のことである九主権国家を基礎的単位

とし、主権国家が共通の基盤とする諸規貝Ij.諸制度によって成立するのが、国

際社会と呼ばれるものである七

しかしこのシステムは、いまだ完壁に機能したことがあるとは言えない。数

多くの新興独立諸国は、独立当初から経済的苦難と同時に、独裁的指導者によ

る圧政や、民族的対立を媒介にした国家内集団の対立などに苛まれることにな

った。そして少なからぬ数の新興独立諸国が武力紛争の状況に陥っていき、あ

るいは慢性的な経済的・政治的機能不全の状態に臨っていった。これは世界全
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体を主権国家に分割することによって国際秩序の維持を図るというシステムに

対して、深刻な懸念を与えるものである。主権国家としての安定と経済的発展

を遂げた諸国は、国際援助の形で、脆弱性を露呈した諸国を支援しようとして

きた。その方法には、政府開発援助だけでなく、軍事援助、国際組織を通じた

平和維持活動の展開や人道・開発支援なE様々な形がある。そうした国際社会

の主流に位置する諸国の側からの努力は、一定の成果をもたらしているように

も見える。問題が完全には解決されていないということは、努力によって改善

がもたらされていないということまでは意味しない。しかし、少なくとも、多

くの地域において問題が抜本的には改善されていないことは、否定できない事

実である。

かつて 19世紀までの時代において、ヨーロッパ人たちは、国家主権原則を厳

密に解釈し、限られた数の国家だけが主権国家の名に値すると考えていた。「ヨ

ーロッパ国際社会」の時代を通じて、国家主権の審査は厳しくなり続け、 19世

紀末までには、一握りの数の太田がパランス・オプ・パワーの名の下に国際社

会の秩序を寡頭制的な仕組みで決定していくことになった。主権国家の審査に

合致しない国家は主権国家ではなく、したがって半主権国家とでも呼ぶべき存

在であり、つまり大固と対等な国際社会の構成員とは言えないと考えられた。

これに対して 20世紀に入ると、国家として認められるべき政治共同体は全て主

権国家であり、正式な国際社会の構成員であると認められるようになっていっ

た。これは革命的な転換であった。脱植民地化の過程は、この国際社会の秩序

の革命的転換によって触発され、それを完成させるものであった。

だが規範的なレベルで完成された草命的転換は、果たして現実における実態

のともなったものだっただろうか。現代国際社会で武力紛争が多発しているの

は、ほとんどの場合、 20世紀以降に主権国家として認められるようになった新

興独立諸国である。たとえば過去半世紀あるいは過去20年聞の紛争を見てみる

ならば、アジアとアフHカの新興独立諸国の地域に集中して発生していること

がわかる。また、経済的開発またはいわゆる人間開発指標で見た時の低開発地

域が、これらの新興独立諸国の地域に集中していることも、一目瞭然である。

つまり、新たに独立した諸国のほとんどは、十分な経済開発を進めることがで
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きなかっただけではなく、武力紛争という形で国家の崩壊の危機にさらされた

りしてきている。これは単なる偶然の産物とは言えないだろう。むしろ拙速な

独立が国家運営上の問題を引き起こすだろうことは、すでに脱植民地化の過程

で指摘されていたことであった。もちろんこのように言うことは、植民地主義

の継続が望ましかったと言うことと同じではない。多くの国々の場合、植民地

時代の無責任な政策によって杜会秩序の基盤が脆弱になってしまったことによ

って、主権国民国家としての独立後に深刻な問題を抱え込むようになったから

である九いずれにしても、現在国際社会の問題は、主権国家の拡大による普遍

的国際社会の成立と密接な関係にある。

1-2 国際的平和活動が国際秩序に対して持つ意味

このようにして見ていくとき、国際社会が行う平和活動が、単に対象国の秩

序にのみ関わる活動ではなく、国際社会全体の秩序に関わる意味もまた持って

いることがわかるだろう自国際平和活動が国際秩序に対して持つ合意を、歴史

的な展開を辿りながら、検討してみることにしよう。

加世紀前半までの国際社会においては、秩序維持を目的にした大国による小

国への軍事介入や、大国聞の限定戦争などが起こった。しかし国際社会が団結

して平和それ自体を正面から目的に掲げて行うような活動は存在しなかった。

そのような国際社会が行う平和活動は、 20世紀後半に国連による平和維持活動

という形で生み出された。 20世紀後半のほとんどをしめた冷戦時代においては、

国際社会の平和活動とは、ほぽ国連平和維持活動と同義であった。

これは決して偶然とは言えない。 20世紀後半に生まれた新興独立諸国の地域

において、圏内秩序維持に困難をきたす国家が次々と現れたため、「国際の平和

と安全」の維持を目的とする国連が対応を求められたのである。国連平和維持

活動の誕生は、脱植民地化によって特徴づけられる 20世紀後半の国際社会の状

況と密接不可分な関係にある。

しかし20世紀後半冷戦期の国連平和維持活動は、国家主権原則を保守的に解

釈し、国際機関の役割を必要最低限に抑えようとする意図を持つものでもあっ



｜ 7 ｜

た。脱植民地化によって発生した秩序維持上の危機に対応するものだったとは

いえ、同時代の価値規範に挑戦したり修正したりすることは、国連平和維持活

動には全く求められていなかった。

確かに、 r6章半」の機能を持つ平和維持活動は、当時の国連が自らに求めら

れた役割を遂行する可能性を、かなり踏み込んで模索した結果として生み出さ

れた活動であったと言える。限定的な数の主権国家が自律的であることが自明

視され、自律していない地域であれば主権国家ではなく、植民地などの何らか

の従属地域であるとみなされる風潮が支配的であった20世紀前半までの国際社

会においては、もちろん平和維持活動が試みられることすらなかった。ただ、

国連が平和維持活動に乗り出したときですら、国連は伝統的な国家主権原則に

反しているとみなされることを避けるため、ことさら抑制的かつ中立的に振る

舞うように配慮されたのである。

冷戦時代の国連平和維持活動は、新興独立諸国を含めた全ての国家群が、基

本的には自律的で安定的であるという前提を基本として、活動の枠組みが設定

されていた。これは伝統的な国際法の前提にのっとったものであり、何ら驚く

べき態度ではない。しかし、それは必ずしも、多数の新興組立諸国が、圏内に

制度的・政治的・経済的な脆弱性を抱え込んだまま、主権国家として振舞うこ

とになった20世紀後半以降の国際社会の現実を反映した態度だったとまでは言

えないだろう。そこで冷戦が終嵩し、二極対立構造によって停滞していた国際

社会全体の団結行動の可能性が高まった一方で、構造変動に誘発されて多くの

武力紛争が発生するに至り、さらに一歩踏み込んだ新たな平和活動のあり方が

議論されるようになった。そこで判明したのは、従来の国際社会の仕組みを大

きく変える必要性ではなかった。しかし国際社会の仕組みをよりよく維持して

いくためには、活動の適用範囲を広げることが望ましいということであった。

そもそも国連は集団的安全保障の考え方にそった安全保障機構として、設立

された。国連憲章で定められた国連がとることができる一連の措置は、構成国

の平和と安全が国際社会全体の平和と安全に直結しており、個々の国家の平和

と安全を集団で守ることが国際社会全体の平和主安全を守ることにつながる、

という考え方によって正当化される。国連憲章6章の活動も、 7章の活動も、つ
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まり平和的手段であるか、強制措置であるかを間わず、いずれも集団的安全保

障の考え方によって正当化される。 6章半と呼ばれた平和維持活動も、その行使

する手段の中間的性格に関わらず、集団的安全保障の考え方にそって、正当化

されるものである。したがって6章半の平和維持活動も、 7章の強制措置を伴う

ような平和活動も、前提としている考え方は同じである。

このように考えたとき、国内的な紛争を対象にして、集団的安全保障を発動

することの意味が判明してくる。なぜ、侵略行為もなく、国家聞の武力行使に

も至っていない圏内的な事情が、時には国連の平和維持活動の対象になりうる

のかと言えば、国際社会を構成する個々の国家の存在が危機に臨るとき、それ

はその国家だけではなく、国際社会全体の存在が危機に陥るからなのである。

つまり国際社会を構成する主権国家が主権国家として存立しえなくなっていく

とき、国際社会全体の基盤が揺らぎ、国際の平和と安全が脅かされることにな

るからなのである。ただ、冷戦時代には、個々の国家の自助努力によって個別

国家の安定は図られるはずだという仮定が自明視されていたが、冷戦後時代に

はそのような仮定は自明ではないことが強く認識されるようになった。そうで

あるとすれば、国際の平和の安全の維持のために、圏内紛争に対しても対応策

をとる必要があるという考え方が、国際社会の総意となっていったわけである。

1-3 冷戦終駕後の平和活動

冷戦終鷲後の 1990年代前半に、国連平和維持活動およびその他の連動する紛

争地域等における開発援助や人道援助が拡大した。時代を象徴する議論として、

1992年にプトロス・プトロス=ガリ国連事務総長によって『平和への課題』が

公刊され、今日まで続く平和創造、平和維持、平和構築などの概念の整理が行

われ、その後の国際社会による平和活動の拡大が用意された。ガリが事務総長

を務めていた 1990年代前半に、国連は数多くの平和活動を組織した。ただし全

てが円滑に行われたわけではなく、特にソマリア、ノレワンダ、旧ユーゴスラピ

アにおける国連平和維持活動は、あからさまな失敗に終わった。国際の平和と

安全の危機を、地域紛争の状況に見出して、集団的安全保障の考え方を援用し
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て、紛争解決に次々と乗り出した国連だったが、実はまだ新しい時代に対応す

るための体制整備ができていなかったのである。

その後、コフィ・アナン事務総長の時代になると、国連平和維持活動の失敗

を見直す報告書が数多く曲された後、 20∞年には国連平和活動のあり方を総合

的に見直すために「戦略Jを持つことの重要性を唱えた『ブラヒミ・レポート』

が公刊された九 1999年に立ち上げられたコソポと東テイモールでの巨大な国連

平和維持活動の動きとも重なって、その後に国際平和活動は再び拡大の一途を

たどって行くことになる。そのような『プラヒミ・レポート』以降の改革・拡

張の過程の中で、「法の支配」などの概念によって各種の活動を「戦略的」に調

整して行くことの必要性が強調されるようになった。そして2000年代後半には、

「統合ミッション」と呼ばれる専門機関も含めた国連機能を統合する役割を呆

たす平和維持活動ミッションも登場するようになった。

「調整」や「統合」を強調する問題意識の背景には、数々の国連平和活動の

失敗が、国連機関闘ですら統一的な I戦略」が持てなかったことによって発生

した、という認識がある。換言すれば、国連機関が「調整Jr統合」を行えば、

よりよい平和活動が行えるはずだ、という考え方が、存在している。今日では、

こうした認識は、非常に妥当なものだとみなされている。他方、現在の国際社

会において平和活動を行っているのは国連だけではないので、他の国際機関や

援助国政府、さらにはNGOなどとの聞の調整もまた、大きな問題となっている。

様々な国連機関が共有する「戦略」を持つことは当然として、さらに他の機関

と同じ「戦略」的見通しを持つことができるかが、問われるようになった。

そして、そのような問題意識の過程で「調整」や「統合」が強調されればさ

れるほど、国際社会と、圏内社会の聞の関係の問題が、浮き彫りになり、重要

な問題として指摘されるようになった。ここにおいて、主権国家体制に依拠す

る国際秩序の担い手を作るべく介入する国際社会が、現地社会のオーナーシッ

プの促進を、大きな活動の指針として打ち出すという状況が生まれた。冷戦時

代の国連平和維持活動の一大原則が、紛争当事者の合意を重視した中立性の維

持にあったとすれば、今日ではさらに踏み込んで介入的行動が正当化される一

方で、より積極的にオーナーシップを促進するという要請が生まれてきている
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のである。

たとえば、現在の国連平和活動の指針となる諸原則を示した、いわゆる『キ

ャプストン・ドクトリン』においても、現地社会のオーナーシップは、平和活

動の成否を決める重要性を持つ原則であるとされている7 どのような場合であ

っても、国際社会は永続的に平和活動を行うわけではない。平和活動がもたら

す結果を受け止めて、現地社会を発展させ続けていくのは、現地社会に生きる

人々以外にはない.その現地社会の人々が円滑に平和な社会を維持し続けてい

けるような仕組みを作りだせるかEうかが、平和活動の「戦略」において極め

て重要な問題として認識されるようになったのである。

また、そのような新しい平和活動の動きの中で、現地政府や市民社会組織と

の調整の必要性が大きく認識されることになった。その過程において、現地社

会のパートナーの平和への取り組みを限害しない形で支援を行うべきことや

(~DO NO HARM.!)、能力強化策が不可欠であることなどが、強調されるように

なった。それに応じて現地社会のオーナーシップの重要性をあらためて認識し

直すとともに、それを促進するために必要な方法に、関心が集まるようになっ

たのである。かつてオーナーシップは、道義的な規範として草草すべきものと

して理解されていたとすれば、今日では戦略的な指針として追求されるものと

して、重要視されるのである。

そしてその「戦略Iとは、単にその地域での平和活動の成否だけを占うもの

ではない。集団的安全保障の論理を援用して、国際社会が平和活動を行うため

に関与した後、オーナーシップの原則にのっとって、現地社会が主権国家の形

態をとって自律的な安定を維持していけるようにすることが、国際社会全体の

問題だということになってきたのである。

そこで関われるのは、国際平和活動において、具体的な形で、どのようにし

て実際にオーナーシップの発展につながる方法を適用していくことができるか

どうか、という問題である。
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第2節平和構築におけるオーナーシップ促進の概念枠組み

前節では、国際社会の秩序の中で、特に現代平和構築活動において、どのよ

うにオーナーシップが求められるのかを、論じた。次に本節では、国際社会の

歴史的展開の背景を念頭に置きつつ、オーナーシップのあり方についての理論

的検討を示してみたい。国際平和活動でオーナーシップ原則が言及されるのは、

どちらかというと消極的な理由であるからだという。つまり、国際社会による

介入的行動が、新植民地主義などと批判されるのを避けるために、レト日ック

としてオーナーシップを遵守すると強調されるが、そのことが実際に何を意味

するのかは暖昧なことが多いs。そこで本節では、いくつかの重要な概念的要件

を見定めて、そもそも平和構築において求められるオーナーシップとは何なの

かを見極める作業を行う。

2-1 平和への意思と能力の一致

平和構築の政策をめぐっては、過去20年の聞に、多くの議論が起こった。紛

争(後)杜会のあり方を聞い直す平和構築活動において、法の支配を重要視し、

治安部門の改革 (SecuritySec回Reform:SSR)を実施し、 DDRのプログラムを

調整し、司法専門家の能力構築司l嚇を行う、といった形で、多くの平和構築の

専門的活動の内容が精鰍化された。近年では、あたかもこうした活動を羅列す

ることで平和構築活動の定義とすることができるかのような風潮さえ見られる。

しかし平和構築活動とは、本来的には、永続的な平和を構築するという目的

を設定した上で、個々の具体的な対象社会の状況を見て、必要な活動内容が優

先度とともに見定められてくるはずのものである。たとえば通常の開発援助で

あれば、当該地域の問題分析から始まり、関与者の分析、具体的な目的の分析

などが行われて、事業立案へと至る。同様に、平和構築においても、ある社会

を平和にするための政策が練られる際に、その社会が永続的な平和を獲得する

にあたって障害となっている「根本原因」を認識し、それを除去・是正するた

めの方法を立案する過程において、具体的に必要とされる活動の内容が、優先
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度を付された形で見定められていくことになる。

そこで本稿の観点から問題になるのは、認識された「根本原因」に対処する

にあたって優先度を付けられた活動のそれぞれに、オーナーシップ促進の観点

を取り入れた上で、全体を総合的にオーナーシップ促進の観点から調整してい

くことである。通常の開発援助であれば、現地社会の人々の意見を多く聞き、

意思決定過程にも参画し、実施部分も担当してもらうことによって、オーナー

シップが確保された、という流れになる。ただし援助提供者も、資金提供者と

の関係もあり、少なくとも監督的立場は確保しなければならないため、両者の

パランスの整合性が問われることになる。

しかし平和構築においては、単に現地社会の人々が事業に参加した、という

ことだけは足りない。平和を構築するという目的にてらして、意味のあるオー

ナーシップを促進するという質的内容が問われなければならない。つまり永続

的な平和につながるようなオーナーシップが発展していくのでなければ、平和

構築活動にはならないのである。

そこで重要視すべきなのは、現地社会の人々の聞に、そして社会的集団の聞

に、平和構築の観点から評価した時に見ることができる質的相違があるという

ことである。たとえば開発援助において、能力構築/能力発展 (cap阻 tyb叫曲直

/回Lpacitydevelopml回t)という概念が、頻繁に用いられる。これは技術援助をす

ることによって、現地杜会の人々の技術的能力を高めて、現地社会の人的資源

中に発展の基盤を作りだすことを目標にした概念である九国際平和活動におい

ても、同様に能力構築という概念は頻繁に用いられる。確かに、行政職員の事

務作業能力の向上や、法務官への法的知識の供与などは、技術支援が対象とす

る技術的能力の向上の範暗に入る支援であろう。また、こうした分野での技術

能力の向上が、平和構築に役立つことが多いことにも、疑いの余地はない。し

かし、平和構築のための能力発展は、必ずしも技術的能力の向上だけで理解さ

れるべきものではない。なぜなら、平和とは一つの価値規範であり、単なる技

術的能力だけには還元しきれない要素を含み持っているからであるー

平和という価値拘束性のある状態を達成するために必要とされる能力は、価

値的な観点からも評価されなければならない。このことを明確にするためには、
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まずもってオーナーシップ促進の担い手とみなされるべき、具体的な現地社会

の人々や集団が、平和構築を達成する意思を持っているかどうかが問われなけ

ればならない。技術的能力を持っていても、平和への意思を持っていない場合

には、平和構築において求められるオーナーシップを促進してくれるかどうか

は、疑わしいことになる。たとえば平和への意思が欠けているところに技術支

援を行っても、提供された技術が個人的利益や社会的地位のために濫用された

り、頭脳流出 (br唖n世a担)の要因になってしまったりもするのである。

したがってそもそも平和構築において問われる能力とは、単なる個々人の技

術的能力の総和ではない。現地社会が、平和構築という目標に向けて、どれだ

けの社会的資源を投入していくことができるのかが、大きく問われる。平和の

ための政策立案能力、平和のための政策実施能力、平和のための政策調整能力

の水準が、問われていくことになるのである。

オーナーシップの観点から特に重要なのは、平和への意思を持つ者と、平和

への能力を持つ者を一致させ、円滑な平和構築のためのオーナーシップの発現

へとつなげていくことである。つまり、平和への意思を持つ者の平和への能力

の発展を促進しなければならない。たとえ紛争(後)国を対象にしていたとし

ても、単なる技術支援が自動的に平和構築と結びっくわけではない。平和構築

において重要な能力の発展こそが、追求されなければならない。そして平和構

築のためのオーナーシップを促進するためには、強く平和への意思を持つ者や

集団の平和のための能力の発展こそが、重要視されなければならないのである。

もし、平和への意思を持つ者が、能力発展の機会を奪われているとしたら、あ

るいは平和への意思を持っとは言えない者が優先的に能力発展の機会を得てい

っているとすれば、そのような能力発展支援は、たとえ技術支援として欠陥が

あるわけではない場合であっても、平和構築の観点から見れば効呆が低いとみ

なさざるを得ないものなのである。

平和構築への意思と、平和構築のための能力を、的確に認識し、さらに両者

を一致させ、両者を一体のものとして促進していくことこそが、平和構築にお

いて求められるオーナーシップ促進の大きな指針である。そしてその指針は、

平和構築活動で具体的に実施される全ての活動において、セクターを問わず、
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適用されていかなければならない。

2-2 権限との一致

通常の開発援助においてもオーナーシップ噂重の重要性が関われ、参加型開

発のあり方が議論されているが、必ずしもいつも問題の発生が未然に防がれて

いるとは言えない。その一因は、何をもってオーナーシップの促進につながる

のかが概念的に整理されていないために、たとえば会議に現地政府職員を呼び

つけたりする回数の頻度で、オーナーシップ尊重の度合いを示すかのような方

法がとられていることにある。

そもそもオーナーシップとは、何かを所有している状態のことを指すのだが、

国際社会における通常の用語法が依拠する発想は、ある国家を所有するのは、

その国家の構成員であるので、その所有の事実を外部者が無視して介入行動を

しているわけではないことを確証するために、オーナーシップの尊重を重視す

る、というものであるう。こう Lた発想の前提にあるのは、すでに国家構成員

が自国を所有している国民国家原則が前提とする状態が現実に存在していると

いう認識である。その認識があるからこそ、外部者が強権的な介入行動をとっ

ていなし、かどうかが、最大の論点になるのである。

しかし、平和構築の場面においては、こうした前提が存在していることを自

明視することは、しばしば困難を伴う。つまり、現地社会の構成員が本当に自

己の社会を所有していると言えるような状態が成立しているかどうかが、極め

て疑わしい場合が多い。武力紛争が蔓延していたり、政治権力関係が流動化し

たりしている混乱状態においては、ある一つの社会が何らかの体系性にもとづ

いて統治されている状態が失われており、所有の状態の有無を見極めることも

困難となる。また、社会制度や構成員が戦争等の影響で疲弊しており、十分な

能力を発揮できない場合にも、所有の状態の有無を見極めることが困難になる

だろう。

自然人間関係でオーナーシップについて考えてみるならば、あるいは類似し

た事情が法的に予定されていることがわかる白たとえば民法においては、未成
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年者や、精神障害のある成年被後見人、被保佐人、などは、制限行為能力者と

され、所有権を含む民法上の権利を、単独で十分に行使することができない。

個人の噂厳の問題として人権の擁護は保障されるとして、財産権の行使などの

法的行為については、あらかじめ法体系の中で能力にしたがった権利行使主体

の範噂分けがなされているわけである。法理論から言えば、責任能力を問えな

い場合には、法的権利の行使を制限しなければならないのである。

小国はたとえ国家であったとしても、半主権国家あるいは擬似主権国家であ

るにすぎない、という考え方を表明した 19世紀の国際法学者たちは、このよう

な民法上の考え方にしたがっていたに過ぎないとも言える。たとえ国家として

の存在を認められたとしても、あるいは国家としての能力に不足があるならば、

十分な主権を持っていない国家として扱われるべきだという考えは、決して必

ずしも乱暴な議論というわけではない。能力が不足している場合に、権限の行

使する範囲を限定することは、法的には十分にありうる考え方なのである。む

しろ 20世紀後半の国際社会において、新興独立諸国の多くが、実際には独立主

権国家としての体制を十分に整備しきれていなかったにもかかわらず、法的に

は他固と全く差異のない権限を与えられたのは、民族自決権が確立された脱植

民地化以降の時代の道義的観念が影響したものだとも言える。

いずれにせよ、このことを法理論的な概念で整理すれば、特別な措置によっ

て自発的に制限を課している場合を除いて、現代国際社会の主権国家は全て、

権利において平等であり、その背景には、能力において平等であるという前提

がある。この前提は、 20世紀においては何とか維持されていた。しかし実際に

は現実と事離していることに、少なくとも現代世界では、誰もが気付いている。

国際組織等が、平和活動の名の下に、強権的な手法で介入したり、内政上の権

限を持ったりするという事態は、能力と権限の一致という前提が通用しない事

態が頻繁に発生していることを串直に認めた上で、外部介入者が能力を欠いた

者を助けるという考え方にしたがって、認められてきているのだと言えよう。

したがって平和構築を通じたオーナーシップの促進にあたっては、この能力

と権限の一致という視点を導入する必要がある。そもそも国際社会が関与して

平和構築活動が行われているという事実は、対象となった現地社会のほうに、
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平和的秩序を維持するという主権国家としての自律的な能力が不足しているこ

とを意味している。逆に言えば、不足していなければ、少なくとも国際社会が

関与する形での平和構築活動の必要性はない。したがって与えられている権限

を行使するために何が実態として不足しているのかを分析し、その結果にした

がって能力構築の優先分野や、方法論を見定めていかなければならない。

2-3 責任との一致

「保護する責任 (Re甲onsibility柏町沼田t)Jの議論によれば、一般市民が武力

紛争などによって生命の危険にさらされているような時、それらの人々を保護

する責任は、第一義的には、当該国政府にある。しかしその政府が、責任を果

たすことができないか、果たすつもりがないような時には、代わって国際社会

全体が保護する責任を引き受けていかなければならない10 こうした保護する責

任の議論で特徴的なのは、人間は常に生命に対する脅威のような深刻な危険か

ら保護されなければならず、その責任は当該国政府が負うが、もし仮に政府が

負わない場合でも、責任自体は消滅しないので、誰か他の者、たとえば国際社

会全体が、その責任を引き受けていかなければならないという発想である。つ

まり責任を負う者の有無にかかわらず、保護する責任は存在するのであり、も

し誰も責任を負う者がいない場合でも、空中を浮遊するかのように、引き受け

手を求めて存在し続けるというわけである。

ここで想像されているのは、紛争(後)社会のような混乱した状態において

は、本来保護する責任を引き受けるべきである政府が、そのように行動するた

めの能力または意思を欠いているかもしれない、という例外的な事態である。

ただし、言うまでもなく、それは、平和構築においては、それほど珍しくはな

い状態である。まさに意思と能力が欠けている場合には、オーナーシップが確

立されているという大前提を立てることができないため、意思と能力を持つ国

際杜会による介入行動が正当化される余地が生まれてくるわけである。

ここで責任とは、意思と能力が十分に存在しているとき、オーナーシップを

持つ主体が負うべき義務である。一般に、権限が存在するところには、義務が
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存在する。オーナーシップの促進によって、現地社会が本来持つべき権限を持

っていけるようにさせることが、平和構築活動の一つの指針として設定される

のであれば、同ーの主体が責任を負うような状態をもまた、一つの目標として

設定されなければならない。本来、権限を行使するのに十分な意思と能力を持

っている場合には、そこに責任が発生する。平和への意思が存在すれば、平和

構築に関する責任を負う意思も存在するはずである。しかし意思が、まだ未来

に向けた願望に近い要素を持っているとすれば、責任とは、自らの行為がもた

らす現実の帰結に対応する義務を引き受けるという、より具体的な態度を意味

する。責任とは、意思、能力、権限を持った者にのみ、課せられる、重たい義

務のことである。しかしオーナーシップを保持する者は、オーナーシップを持

つことから生まれる責任から逃れることはできない。

一般に、現地社会の政府等の側に必要と思われる程度の責任感が不足してい

るような状態が問題視されることが多いが、平和活動における介入主体である

国際社会の側に責任感が不足しているように見えることもまた、頻繁にある。

この責任の所在の唆昧さが、介入行動がもたらしてしまう大きな害悪の一つで

ある。責任を負うべきものたちが自らの責任を認めず、他者の責任を指摘して

いるばかりであるならば、平和構築活動が失敗する可能性は高まる一方だろう。

平和構築活動を通じてオーナーシップの促進が重要となるのは、国際社会が

代替的に責任を負うことを引き受けるとしても、最終的には現地社会において

以外には、責任を負い続ける人々などは、決して存在しえないからである.し

たがってオーナーシップの促進とは、責任を引き受ける主体を作ることを活動

の指針にするということであり、そのような主体を側面から応援し続けるとい

うことなのである.現地社会の人々が、その社会における平和、あるいは平和

の喪失に対して、責任を負っていると考えることができるように働きかけるこ

と、それがオーナーシップの促進という視点で、平和構築活動を捉えていくと

いうことなのである。
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第3節 国際社会主導の平和構築支援体制

前節では、平和構築活動においてオーナーシップの促進を目指すにあたって

は、単なる尊重では足りず、意思と能力の一体的な発展を目指し、権限と責任

を現地社会が担っていけるように、配慮をしていかなければならないことを論

じた。次に本節では、国際社会がオーナーシップに対してとっている態度が、

そのような阻慮を十分に持っているものなのかEうかを考察することにする。

まずオーナーシップ促進の構造的な障害を指摘し、次にOECDDACの活動など

を例にとりながら、より具体的な検討を行う。

3-1 オーナーシップ促進の障害

現地社会のオーナーシップ促進に対して、構造的な障害として第一に存在し

ているのが、平和構築活動のドナー中心主義的な側面である.平和構築におい

ては巨額な資金が多様な分野で必要となるが、当然ながら紛争後社会にはそれ

らを遂行するための資金的な余力がない場合が多い。そこであたかも資金供与

の約束自体が成果であるかのように、ドナー国が拠出表明をすることによって、

平和構築活動の主導権を握っていくような場合がしばしば見られる。そうした

状況では、現地政府は、ドナー国の時には細部に至る要請に振り回され、調整

に忙殺されて、独自のイニシアチブを発揮する余力を摩耗させてしまう。ドナ

ー国の側に悪意がない場合でも、ドナー固には本国政府・納税者市民に対する

説明責任を確保するという大きな動機付けもあり、全てを現地政府の側に任せ

ると言うことはできないのが普通である。平和構築活動の多くは、専門的な文

民によって行われるが、専門家の多くは先進国から派遣されるE 現地雇用者は、

低給与で、業務遂行上の受託者として位置付けられるだけなのが普通であり、

権限がなくても外部にふれる機会はあるので、見かけだけのオーナーシップを

作りだす温床にすらなる白そこで現地社会の側では、有能であればあるほど、

本国を離れて正規の国際職員になることを目指したり、国際的な業務を受注し

て利潤を得ることに専心したりする者が多く現れてしまうことになる。
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現地社会のオーナーシップ促進にとって、さらに大きな問題は、 I現地社会」

が統一的な組織であることは決してないという端的な事実に見出せる。政府と

市民社会の関係は、個々の地域に応じた複雑性と繊細さを持っており、また時々

の状況に応じても変化する。政府だけを現地社会の担い手としてみなすことは

できない。また、政府・国会等の国家機関内における人間・集団関係は、多く

の場合には非常に複雑であり、権力関係は紛争要因に直結する深刻さを持って

いないとも限らない。一枚岩に見える政府機構が国際援助機関に歓迎されてい

る場合には、実は水面下で独裁的な統治による人権侵害等が問題になっている

といった状況が見られることもしばしばある。

したがってこうした構造的状況を克服して、オーナーシップ促進を進めてい

くためには、権限を現地社会の側が担った上で結果に対する責任を負う仕組み

を導入し、さらに現地社会の中でより平和構築に貢献する意思と能力を持った

人々や集団こそが、活属しやすい仕組みを作っていくことが大切になる。国際

社会のオーナーシップ重視は、果たしてそのような方向に向かっているだろう

か。

3-2 圃際機関によるオーナーシップ促進の取り組み

国連内部で平和構築を担当する平和構築委員会 (Pe回出国凶ngCo皿皿田lOn:

PBC)は、オーナーシップの重要性について強調している。 2005年に設立され

た平和構築委員会は、全ての関連アクターを動員して資源を整理し、紛争後平

和構築の統合的な戦略について勧告し、提案することを主要な目的とした政府

間諮問組織である 11。たとえば、平和構築委員会の設立を採択した R酎 olution

1645には、「現地社会オーナーシップをもって、平和構築活動における優先順位

を設定し戦略をたてる」と明記されており、また2009年7月に発表された紛争

直後における平和構築に関する国連事務総長報告書においても12、平和構築は基

本的には現地社会の挑戦であり責任であることが述べられ、現地社会オーナー

シップによって平和構築が実施されるべきであることが確認されている。

平和構築委員会の活動の中で、オーナーシップに関わるのは、国別会合であ
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ろう白国別会合には、しばしば検討対象国政府代表や、現地社会の市民社会組

織代表者等が招耳害されて証言する。ただし、「具体的な支援内容の調整は現地で

行われる」という原則を設けているため、国別会合においては、検討対象国政

府と現地の国連事務所の協議によって提出される支援要請が重要視され、支援

要請書をもとに、議論がなされ、平和構築活動の枠組みが作成される。だがそ

こで、政府が正当性のある形で国民を代表しているかどうか、市民社会代表者

はどこまで正当に選出されているかどうかについて、必ずしも平和構築委員会

が話し合っているというわけではない。

次に、平和構築にも携わるドナー国のほとんどが加盟しており、開発援助の

指針作りに大きな役割を果たしている OECD/DAC(臼E岨ization伽Economic

Coー叩erati阻阻dD町'cl叩皿副経済開発協力機構)について見てみよう@

OECD/DACは、繰り返しオーナーシップ原則の重要性を強調している。同時に、

紛争(後)国を含む脆弱国家 (fragile由回) 13に対しては、同じ原則が適用され

る一方で、慎重な修正を加えていくべきときもあるとする円こうした指針を表

明した 2005年の「援助効呆に関するパリ宣言 (τbeParis Decla四位四四Aid

E民同v凹闘s)Jの後、 2005年から 2006年にかけて、 OECD/DACは、「脆弱国家

への良い国際的関与の原則 (τ'hePr祖国plesfor Good lnt百四包団副 E暗唱曲副担

Fragile S柏岡田dSituations) Jの策定に取り組み、 9か国(コンゴ民主共和園、ギ

ニアピサウ、ハイチ、ネパーノレ、ソロモン諸島、ソマリア、スーダン、イエメ

ン、ジンパプエ)において、実地検証を行った上で、 2007年、「脆弱国家・状況

への良い国際的関与の原則 (τ1回F血.ciplesfor Good Intl回出血alE喝暗阻四t担

Fragile S相岡田dSituations or Fragile S祖国町担cipl田 FSPs)Jを公表した。

10の「脆弱国家原則」は、基本項目として、「背景の理解からはじめること」、

I援助が負の影響を及ぼさないようにすること」が2因われている。そして、国

づくりと平和構築に関する項目として、「国づくり出血-b叫佃dを主要目的とし

て位置づけることん「予防を優先することI、「政治、治安、開発の関係を認識

すること」、「疎外される人のいない安定した社会の基盤として差別撤廃を促進

すること」の4つが上げられ、最後に、実践項目白'hep四ctica1iti田)として、「背

景の異なる現場の優先事項に様々な形でアラインすることJ、「実践的な援助調
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整メカニズムに合意すること」、「迅速に行動し、かっ成功の芽が出るまで関与

を継続すること」、「援助の見落としを生じないようにすること」という 4つを

あげている。このように、「脆弱国家原則Iでは、オーナーシップという語こそ

使われなかったものの、現地社会との協働を強調するなど、オーナーシップの

方向性を重視する内容となっている15。

さらに OECD/DACは、 INCAF(百eln悼mationalNetw田kon F:阻 .gility皿 d

Conflict)を設立し、 FSP，の遵守を広めるようとしている16" INCAFは、 FSP，

が遵守されているかを調べるために、アフガ=スタン、中央アフりカ共和国、

コンゴ民主共和国、ハイチ、シエラレオネ、東ティモールの 6カ国において調

査を行った。 INCAFは、国際社会がFSP，を遵守しているかの実態調査を、ナシ

ョナノレ・コンサルテーション {Nationalc四四l阻包叩)と呼ぴ、現地政府、国際機

関、市民社会組織などに対する面談や、協議を通して、2冊9年から行っている170

その手法は、原則として、政府代表、市民社会、閣僚、国際支援者、周辺地域

のアクタ一、平和構築活動実施者など、当該国の平和構築活動の関係者が集ま

り、FSP，がその固の平和構築に反映されているかを話し合うというものである。

そして、その達成状況や問題点等を国別報告としてまとめ、改善点等を提言す

ることになっている。

初日9FSP S町四yにおいて、 10の原則は、調査実施固において 10の取組原則

を rGoodov官叫lJ、 rModa祖脂血dImprovingJ、rMixedJ、rM吋era刷、 rw，曲kJ

の5つのレベルによってその達成状況を評価し報管させた。これによると、基

本項目である「背景の理解からはじめること」が rMixedJで、「援助が負の影

響を及ぼさないようにすること」が rModera旬」と、低い評価になっている。反

面、実践項目 (τ'hepracti国且匝田)については、「援助の見落としを生じないよう

にすること」が rWeakj と良くないが、その他の「背景の異なる現場の優先事

項に様々な形でアラインすること」、「実践的な援助調整メカ=ズムに合意する

ことI、「迅速に行動し、かっ成功の芽が出るまで関与を継続することIは全て

rM抽出芭血dImprovingJとなっている。現在、町CAFは2011年に実施予定の

FSP Surveyに向け準備を進めている。 20日年の調査対象国は、 2009年のそれと

比べ大幅に増え 14カ国ある。
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これらの事例を通じて判明するのはまず、国連においても、開発援助におい

ても、平和構築の文脈においてオーナーシップ原則が重要性を持っていること

が、強調されている。ただし、その重要性の反映として導入されているのは、

協議のプロセスに当該国政府代表らを呼んで意見を聞くことであり、援助実施

後に評価をしてもらうことである。こうした活動は、確かに国際社会と現地社

会の接点を作り、国際社会が独善的な活動に陥る危険を防ぐ効果があるだろう。

だが果たして、現地社会の関係者が頻繁に協議に招耳害されるということが、平

和構築において求められているオーナーシップの促進という課題の達成を約束

するものなのだろうか。

残念ながら、国際組織は、現地社会の人々の意見を、より広い層から吸収す

るための努力を払っている。だが呆たして、現地社会の人々の側に権限と責任

を担ってもらうような政策的方向性を打ち出し、平和構築の意思と能力の向上

につながるような活動を導入しているかと言えば、まだ疑問の余地があると言

わざるをえないだろう。

3-3 オーナーシップの毒事重から促進へ

平和構築委員会の場合、国家のオーナーシップが強調され、検討対象国政府

の意向が反映された平和構築戦略の策定に努力が払われることになった。戦略

の策定にあたっては、現地市民社会の声なども協議対象になっていった。しか

しオーナーシップの問題とは、立案にあたって広く現地社会の人々の意見を聞

く、ということを、具体的に意味するのであった。

OECD DACの場合、脆弱国家原則にしたがい、現地社会の状況に即して、現

地社会と協働して、援助荷動を行っていかなければならないことが強調された。

そして実際にそのように援助活動が行われているかどうかを確柾するために、

現地社会の人々の意見を評価に加える協議過程も作りだした。そこで反映され

ているオーナーシップの問題とは、援助を実施するにあたって存在している文

脈の理解の問題であり、援助に対する現地社会の評価の問題なのであった。

両者に見られるのは、オーナーシップ原則を重視し、そのために現地社会と



｜ 23 ｜

の接点を作りだそうとする姿勢である。しかし、両者ともに、オーナーシップ

は協議や評価に現地社会の関係者を入れるという方法に、具体的な方策が還元

されてしまっている傾向が見られる。したがって本稿が上述したような、意思、

能力、権限、責任を、一体化させて、オーナーシップを拡大発展させていくた

めの体系的な戦略というものを、必ずしも打ち出しているわけではない。両者

ともに、時代の要請に敏感に反応して、現地社会のオーナーシップ促進を、平

和構築活動の鍵となる指針であることを理解している.しかしその視野の広さ

は、本稿の議論の枠組みからすれば、必ずしも十分とまでは言えない。

おわりに

本稿では、歴史的、理論的、政策的な観点から、現地社会のオーナーシップ

原則の検討を行った。歴史的観点からは、オーナーシップの実現可能性に依拠

した主権国家体制の維持を、現代国際社会が国際秩序の基盤として採用してい

ることが判明した.国際的な介入行動が正当化される余地があるのも、むしろ

国際秩序維持のために、脆弱化した国家を放置し続けることができないからで

ある。しかしだからこそ、いずれはオーナーシップ原則が発揮されて、国家の

自律的秩序維持機能が発揮されうることが望ましいと考えられる。本稿は、次

に、そもそも平和構築における現地社会のオーナーシップの促進にあたって指

針とすべき概念的枠組みを、意思、能力、権限、責任の一体化という表現で、

提示した。オーナーシップとは、修辞的に尊重されているだけでは、平和構築

活動において、戦略的指針としての意味を持たない。逆に介入をするというこ

とは、現地社会の体制が十分ではないということを意味しているはずなので、

活動の当初から全てを一致させる必要はない。しかし、意思、能力、権限、責

任の一体化は、平和構築を進めて行く際の指針として、意味を持つものであろ

う。本稿は、さらに平和構築委員会やOECDDACを題材にしつつ、国際社会が

平和構築活動を通じて、実際にどのようにオーナーシップ原則を取り入れてい

こうとしているのかを確認した。そこで本稿が論じたのは、協議・評価プロセ
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スに現地社会の構成員を含めるという点で、国際社会は意識的な行動をとって

いるが、それは必ずしも十分ではない、ということであった。なぜなら、それ

だけの関与では、必ずしも意思、能力、権限、責任の一体化の道筋は見えてこ

ないからである。

本稿は、いまだ十分に体系的に平和構築における現地社会のオーナーシッ

プの議論を進展させるものではなかった。しかし背景、指針、現状を垣間見る

ことによって、さらに議論を進めていくための一助となることを目指したもの

であった。今後はさらに、理論的な精轍化とともに、現状の批判的分析が求め

られる。
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